
長岡市防水板設置補助金交付要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、浸水被害の軽減に資するため、防水板を設置する者に対し、予算の

範囲内において長岡市防水板設置補助金（以下「補助金」という。）を交付することに関

し、長岡市補助金等交付規則（昭和36年長岡市規則第６号）に定めるもののほか、必要

な事項を定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において「防水板」とは、住宅、店舗、事務所等（これらに附属する駐

車場を含む。以下「建物等」という。）の出入口等に設置し、浸水に耐える材質で、取り

はずし又は移動が可能な設備をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号の全て

の要件に該当する者とする。ただし、建物等の売買を業とするものが、営利を目的とし

て所有している建物等（自己の店舗、事務所等の用に供しているものを除く。）に防水板

設置を行う場合を除く。 

(1) 市内に建物等を所有し、又は使用している者 

(2) 市税を滞納していない者 

（補助対象設備） 

第４条 補助金の交付対象となる防水板（以下「補助対象設備」という。）は、補助対象者

が市内に所有し、又は使用している建物等に設置する防水板とする。 

（補助対象経費等） 

第５条 市長は、１画地につき75万円を限度として、補助対象設備の設置に要する額（以

下「対象経費」という。）の２分の１に相当する額を交付するものとし、交付額に100円

未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。ただし、市長が特に認めたと

きは、これによらないことができる。 

（交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする補助対象者（以下「申請者」という。）は、市長が

指定する日までに長岡市防水板設置補助金交付申請書を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。ただし、市長が特に

認めるときは、その一部を省略することができる。 

(1) 建物及び土地の登記簿謄本 

(2) 建物又は土地が自己所有でない場合は、所有者の承諾書 

(3) 市税を滞納していないことを証する書類 

(4) 設置図（位置図、平面図、構造図等） 

(5) 対象経費の確認ができる書類（見積書等） 

(6) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（交付決定通知） 

第７条 市長は、前条の申請書の提出があった場合は、これを審査し、適当であると認め

たときは、補助金の交付を決定し、その旨を長岡市防水板設置補助金交付決定通知書に



より申請者に通知するものとする。 

（変更交付申請） 

第８条 申請者は、補助金の交付決定後において、対象経費の増額に伴い交付申請額に不

足が生じる場合は、長岡市防水板設置補助金変更交付申請書を市長に提出しなければな

らない。 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。ただし、市長が特に

認めるときは、その一部を省略することができる。 

(1) 変更の内容を確認できる書類 

(2) 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（変更交付決定通知） 

第９条 市長は、前条の申請書の提出があった場合は、これを審査し、適当であると認め

たときは、その旨を長岡市防水板設置補助金変更交付決定通知書により、申請者に通知

するものとする。 

（実績報告） 

第10条 第７条又は前条の規定により交付決定を受けた申請者（以下「交付決定者」とい

う。）は、補助対象設備の設置が完了した日から１月を経過する日又は当該年度の２月末

日のいずれか早い日までに、長岡市防水板設置補助金実績報告書に次の書類を添付して

市長に提出しなければならない。 

(1) 設置前及び設置完了後の写真 

(2) 対象経費の領収書の写し等 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（確定通知） 

第11条 市長は、前条の規定による実績報告書を審査し、補助対象設備が補助金の交付決

定の内容に適合すると認めたときは、補助金の交付額を確定し、長岡市防水板設置補助

金交付額確定通知書を交付決定者に交付する。 

（決定の取消し） 

第12条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の

交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正の手段により補助金の交付決定を受けたとき。 

(2) この要綱の規定に違反したとき。 

(3) 前２号に掲げるときのほか、市長が特に必要があると認めたとき。 

２ 前項の規定は、補助対象設備について交付すべき補助金の額の確定があった後におい

ても適用があるものとする。 

（補助金の返還） 

第13条 市長は、補助金の交付決定を取り消した場合において、既に補助金が交付されて

いるときは、当該補助金の返還を命ずるものとする。 

（補助対象設備の保全等） 

第14条 この要綱により補助金の交付を受けた者は、補助対象設備の機能を保全するため、

点検等適切な維持管理に努めるものとする。 



２ この要綱により補助金の交付を受けた者が、補助対象設備を廃止し、又は変更しよう

とするときは、あらかじめ市長の承認を得なければならない。 

３ この要綱により補助金の交付を受けた者が、転居等に伴い補助対象設備を第三者に譲

渡等をしようとするときは、その旨を市長に届出なければならない。 

（その他） 

第15条 この要綱に定めるもののほか、様式その他必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成30年４月１日から施行する。 


